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現物支給の課税取扱の改定
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2022年12月20日に税務規定調和法（HPP法）に基
づく所得税法の改定にかかるガイダンスとなる政府
規則2022年第55号が発行された。この規定は2022
年1月1日に遡って適用される。

HPP法は、インドネシアの雇用者が従業員に支給す
る現物給付（BIK）の取り扱いに関する規定を改定し
た。従前は、インドネシアの雇用者が支給するBIKは
従業員の課税所得には含まず、法人所得税を算出す
る際に損金不算入として取り扱っていた。しかしこ
の新しい規定により一部の例外を除きBIKは従業員
の所得として課税されるよう改定され、また法人所
得税の算出においては収入の稼得、回収、維持に関
連するという条件のもと損金算入することが可能と
なった。

GR-55では「現物」を金銭ではなく物品による報酬
と定義している。また「給付」は、アパート、従業
員の子供の授業料、保険など、雇用者または第三者
のいずれかによって賃貸されたり支払われることで
施設やサービスの利用権の形態による報酬として定
義される。

下記のBIKは課税対象外となる。

a.	従業員全員に支給される飲食物

b.	特定の地域において支給されるBIK

c.	 従業員の安全や健康面から業務遂行上必要な
BIK（ユニフォーム、安全装備、パンデミックや
自然災害において支給されるBIK）

d.	国家あるいは地方行政の予算を原資に支給される
BIK、あるいは

e.	贈答品、ギフトなど特定の種類のBIK―これにつ
いては別途詳細が規定される予定

GR-55ではBIKの課税取扱について下記が明記され
ている。

•	 BIKを支給する雇用者は2023年1月1日から源泉
徴収を行う義務がある。
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•	 政府はこの規定の実施が遅れていること
を認識しており、源泉徴収の義務をBIK
の享受者である従業員に移行させたよう
に思われる。従業員は個人の所得税申告
書（SPT1770あるいは1770S）でBIKを
自己申告し、3月末までに個別に納税す
る必要がある。

•	 もし雇用者がすでにBIKを源泉徴収して
おり従業員の源泉徴収票であるSPT1721
に記載していれば、個人の所得税申告書
で申告する必要はない。

•	 個人の所得にかかる累進課税率の最高税
率は35%であり、ほとんどのBIKが従業
員の所得として課税されることから、最
高税率である35％が適用される駐在員や
役員が出てくる可能性が考えられる。

•	 BIKが従業員の所得として課税されるこ
とで、会社の人事方針、予算、キャッシ
ュフローをよく見直すことを推奨する。

•	 法人所得税におけるBIKの損金性はBIKが
収入の稼得、回収、維持に関連する費用
であるかどうかに依ることに留意する。

•	 法人所得税においてBIKにかかる課税調
整の必要がなければ、法人税申告書の作
成時間を従前よりも短縮できることが予
想される。

•	 この改定によって税収が増加するかはま
だ不明である。

•	 2022年度中に雇用者が支給したBIKについて、雇
用者が源泉徴収していない場合、従業員の自己申
告制により個人の所得税申告書（STP1770又は
1770S）において申告し納付する。
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